
令和７年度 

No ご意見要旨 回     答（市の考え方） 業務担当課 

１ 

 

医師会ＨＰは、津波被害の出ない場所に

移転してください。 

宇佐高田医師会病院の移転場所については、現在、宇佐市医師会が検討して

います。宇佐高田医師会病院は災害拠点病院であることから、市といたしま

しても、いただいたご意見を医師会にお伝えいたします。 

 

健康課 

２ 未就学児～高校生までの様々な助成金に

ついて見直しがされ、サポートを受けれ

るようになっているのはわかるのです

が、小学校や中学校、高校に上がる節目

には、揃えるものが多く大きな金額が必

要になります。 

前年度の５万円ではなくても、金額が減

っても良いので入学祝金は出してほしい

です。物価高、増税により、生活は（ど

んどん）しにくくなっています。 

市民の声をしっかり聞いて取り組んでも

らいたいです。 

市がこれまで子育て支援施策として実施してきた「すくすく子育て祝金事

業」は平成２８年度より開始し、金額の増額や対象者を拡大しながら子育て

世帯の経済的支援に努めてきました。 

現在、本市では他にも市の独自事業として、保育料や学校給食費の無償化、

子ども医療費助成など、様々な子育て施策を実施しています。国においても

昨年１０月以降、制度改正を行い第３子以降の児童手当を３万円に増額、高

校生も児童手当の対象に拡大するなど、経済的支援も拡充していることか

ら、本事業については一定程度の役割を果たしたと判断し、終了することと

したものです。 

頂いたご意見を参考に、今後も新たな施策を検討し、更なる子育て支援施策

の充実に努めてまいりたいと思いますので、何卒ご理解のほどよろしくお願

い致します。 

 

子育て支援課 

３ 市からの防災無線等、屋外での放送が聞

き取りづらい事が多くあります。その時

は、聞き取れたとしても後々確認しよう

としても確認出来ない事が多いです。 

市の公式 LINE 等を活用する事でもっと

多くの市民に届くと思いますし、内容の

確認や振り返りが出来るので把握出来る

と思います。 

中津市の公式 LINE はそのように活用さ

れているようです。 

ご検討のほどよろしくお願いします。 

市では地域防災計画に基づき、防災情報などの伝達業務に使用することを主

な目的として防災行政無線を整備しています。屋外拡声局からの放送につい

ては、風雨の影響や家屋の気密性の向上などにより、聞き取りづらいことが

あります。 

そのため、戸別受信機（留守番録音機能有）や防災行政無線電話応答サービ

ス（無料）により、内容の再確認が出来る仕組みで運用を行っています。 

また、避難指示や避難所開設など緊急避難情報等については、Ｌアラートを

活用しテレビ・ラジオなどのマスメディア、エリアメールや防災アプリなど

により情報を発信し、併せて市公式ＬＩＮＥでも発信しているところです。 

ご指摘の「防災行政無線と市公式ＬＩＮＥの連携について」ですが、一般行

政放送のＬＩＮＥ発信については、他市の運用状況等の調査研究を行い、庁

内関係課と協議を行って参ります。 

何卒、防災行政無線の運用にご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

参考 

防災行政無線電話応答サービス 

080-0200-2722（通話料無料） 

危機管理課 



４ 国が推奨する貯蓄から投資への流れで、

2024 年から新ニーサも始まり新しく市

民講座に金融教育や株式投資(初級、中

級、上級)の講座を新設して頂きたい。

学ぼうにも地方には証券会社のセミナー

とか有りませんので是非、経済学部卒業

の後藤市長に宇佐市の市民の為に新しい

市政を期待しています。宜しくお願いし

ます。 

市では、主に公民館を拠点とした社会教育を実施しています。公民館での高

齢者学級や女性学級では、料理・歴史・ものづくり・伝統文化などの教養講

座を行っており、受講者の大半が高齢者という状況です。そのため、幅広い

年代の利用促進に向けた取り組みが課題となっています。 

ご要望の金融教育や株式投資のほか、契約トラブルや投資詐欺対策なども、

多くの方々に関心の高い内容であると認識しています。今後、お金の使い方

に関する幅広い視点から市民ニーズを把握し、実施の必要性を見極めたうえ

で講座の実施を検討してまいります。 

社会教育課 

５ 新市長に望むのは高田市に比べて国民健

康保険や介護保険料などが高いから安く

してくれ。 

是永前市長が進めた政策は見直しだ。 

柳ヶ浦駅は有人営業は三時までだ。いず

れは無人駅だ。こんなのに 9 億円もつ

ぎ込むのだ。 

宇佐駅は何も無しだ。 

マスタープランも何も実行していない。 

航空隊の記念館は進めるのか。 

前市長との違いを表明してほしい。 

高齢化のタクシーは朝夜は予約も出来な

い。 

特急で着いても五時前はタクシーもいな

い。 

銀行や携帯や買い物も四日市まで行かな

いといけない。 

タクシー使うと五千円だ。 

具体策を示して。 

国民健康保険についてですが、国民健康保険制度は、疾病、負傷、出産又は

死亡に関して必要な給付を行い、その費用は、国、都道府県、市町村、そし

て被保険者の負担によって支えられています。 

被保険者が負担する保険税の税率は、平成 30 年度の国保制度改革に伴い、

住民負担の「見える化」をより一層図るとともに、市町村間の保険税負担の

平準化を推進するため、国民健康保険法に基づき、県が国保事業費納付金を

県内統一の方式により算定・決定し、納付金額を踏まえた税率（標準保険税

率）を市町村ごとに示しています。市町村は、県から示された税率（標準保

険税率）を踏まえ市町村の税率を決定することになっています。 

本市は、かつて医療費が高かったため、保険税の税率も県内で高い水準にあ

りました。しかし、平成 24 年度から市民一体となって健康づくり事業に取

り組んだ結果、一人当たりの医療費は県平均を下回るまでに改善されまし

た。そのため、平成 27 年度の保険税の税率改正を最後に、税率を 10 年間

据え置くことができました。 

しかし現在は、少子高齢化や人口減少、職場の健康保険の加入要件の変化な

どにより、これまで主に負担を担ってきた現役世代が減少しています。一方

で、被保険者の高齢化に伴い、受診機会が増え、一人当たりの医療費は増加

しています。さらに、75 歳以上の方が加入する後期高齢者医療制度や、65

歳以上の方が主に利用する介護保険制度に関連する支援的負担も増え、国民

健康保険の財政負担が重くなっています。この傾向は、国民健康保険に限ら

ず、健康保険全般に共通する課題です。 

被保険者の負担（保険税の税率）を安定させるには、国保財政の安定化を図

る必要があるため、県と市町村が一体となって、歳入・歳出両面からの取組

を充実強化していくことが重要となります。歳入面においては、財政運営に

必要な保険税収入を確保することが重要であり、収納率の向上を図るため、 

 

健康課 

介護保険課 

総合政策課 

都市計画課 

社会教育課 



口座振替の推奨やコンビニ納付の導入などにより被保険者の納付環境の整備

を図るとともに、滞納者対策にも力を入れていく必要があります。一方、歳

出面では、まずは、医療給付の対象となる疾病を予防し、または早期発見や

重症化予防を進めることが重要であり、被保険者の健康づくりに向けた機運

醸成・取組が大切です。本市に限らず県民総参加による健康寿命日本一を目

指した取組や様々な保健医療福祉サービスとの連携を通して、健康づくりを

進めるとともに、保健事業や特定健康診査等の実施、重複・頻回受診や重複

投薬の是正、後発医薬品の使用促進といった医療費適正化を更に推進する必

要があります。 

今後も、県・県内市町村と一体となり、国民健康保険の財政安定化を推進し

ますので、引き続き、同制度へのご理解ご協力をお願い申し上げます。 

続いて介護保険料についてです。介護保険事業の運営に必要な財源は 65 歳

以上の第１号被保険者が 23％を負担、40 歳以上の第２号被保険者が

27％、残りの 50％を国、県、市の公費負担で賄っています。 

全国的に課題である少子高齢化は大きな問題であり、2025 年は団塊世代の

ピークをむかえ、15 年後の 2040 年は団塊ジュニア世代のピークをむかえ

ることになります。 

本市の人口は減少傾向にあり、高齢者の人口も減少傾向ではありますが、介

護サービス費用は横推移又は増加すると推計されます。 

本市介護保険事業計画では事業成果や課題の分析等を行い、高齢者が住み慣

れた地域で最後まで尊厳をもって生活できる市を目指すべく、本市の介護保

険事業を支える財源を確保するために皆さまの介護保険料を設定していま

す。今期は前期と同額の基準額を設定し、今後も安定した金額で計画してま

いりますので、ご理解ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

続いて JR 柳ヶ浦駅における JR 職員の駐在時間についてです。ＪＲ九州に

よると、人口減少や少子高齢化などにより鉄道事業を取り巻く環境が厳しい

状況の中、鉄道事業の収支改善を図るため、利用者数の少ない時間帯を見直

し、営業時間の短縮による無人時間帯の拡大を行っているとのことです。 

このような中、本市では、県と商工会議所及び日豊本線沿線自治体で構成す

る「日豊本線高速・複線化大分県期成同盟会」等を通じて、これまで幾度と

なく駅員の継続的な配置及び無人駅の解消をＪＲ九州及び国へ要望してきた

ところです。 

なお、ＪＲ柳ヶ浦駅リニューアル整備の完成に伴い、令和６年４月から駅多

目的室において、「市内の観光や公共交通等の情報提供を行う総合案内業

務」を民間事業者に委託しており、午前９時から午後５時までの時間帯、令



和 7 年 4 月からは午前 10 時から午後６時までの時間帯において案内人が常

駐する形態となっています。駅員が不在となる午後３時から６時までの３時

間は駅員の代わりにはならないものの駅利用者の不安解消の一翼が担えてい

るのではないかと考えています。 

今後も県や関係自治体と連携しながら市民に与える安全面での不安解消に向

け、引き続き駅員の継続的な配置要望に努めてまいります。 

続いて JR 宇佐駅についてです。築 50 年以上経過し老朽化が進む駅の機能

強化を図るため、本年度に駅待合室及びトイレの改修工事を行います。 

続いて市内タクシーについてです。全国的にタクシー、バス運転手の不足が

深刻な問題となる中、本市におきましてもタクシーの予約が困難な時間帯が

あるものと思われますので、先ず、この度いただいた貴重なご意見を市内タ

クシー事業者と共有いたします。 

続いてマスタープランについてです。全国的に人口減少社会を迎える中、本

市においても、社会経済情勢の変化から生活利便施設の減少や公共交通の縮

小・撤退など市民の暮らしに様々な影響を及ぼすことが懸念されており、今

後更に進行が予測される人口減少・少子高齢化などに対応したまちづくりの

方針を定めるため、令和５年３月に都市計画マスタープランの改定を行った

ところです。 

改定したマスタープランでは、四日市・駅川地区を都心、柳ヶ浦・長洲地区

を北部交流拠点、宇佐地区を宇佐交流拠点としており、各拠点間を国道 10

号や東九州自動車道など広域連携軸、国道 387 号や都市計画道路柳ヶ浦上

拝田線など地域連携軸等で繋ぎ、公共交通機関の連携強化も図りながら、持

続可能なコンパクトプラスネットワークのまちづくりを目指すこととしてい

ます。 

目標とする将来都市像を実現するため、計画では、必要な事業や施策を掲げ

ていますが、今後は、市民と事業者、行政が相互に連携し、短期、中・長期

に分けた段階的な取組を進めるため、毎年度、進捗状況や事業効果の検証を

行いながら、必要に応じて見直しも図ってまいります。 

最後に平和ミュージアム（仮称）資料館建設についてですが、これまでの進

捗状況や課題について精査し、年内をめどに方向性を示します。 

 

６ 回答まで時間を要した割に論点をずらし

たものばかりで納得出来ない。 

先ず高田市と介護保険料や国民健康保険

料は差があるのはホームページから分か

国民健康保険についてですが、国民健康保険税の税率を引き下げることは、

現状では困難な状況です。理由は、本市の国民健康保険特別会計の収支が赤

字であるためです。令和６年度は、この赤字を補填するために、県から資金

を借り入れなければならない状況となりました。 

健康課 

介護保険課 

総合政策課 

都市計画課 



る事。 

これに対して回答が無い。高田が出来て

宇佐が何故出来ないのか。宇佐市は国の

提言にも拘わらず資格以上の給料を出し

ている。 

新市長は公約実現の財源確保を明言され

ているが、これをやれば財源出来る。 

宇佐駅は宇佐神宮があるのに何もしてい

ない。柳ヶ浦駅は何故やったのか。 

駅員以外の配置は東中津でも以前よりや

っている。 

タクシーが無い件もライドシェアーとか

に言及しないのか。 

市内でも上田地区にスーパーが集中して

地域間格差が増大している。 

トキハは 19 時までや働くひとは買い物

もできない。 

一般的な回答や言い訳はどうでもいい。 

新市長には直球回答を求める。 

戦争ミュージアムなんかいらない。戦後

何年の式典も要らない。 

戦後レジームから脱却しないと未来はな

い。 

過去より未来だ。 

論点ずらししないで具体的な回答を望

む。 

また、本市と豊後高田市の被保険者の国民健康保険税の負担を比較すると、

40～64 歳で一定以上の所得がある被保険者を除き、本市の方が負担が少な

い状況となっています。 

今後、国民健康保険税は、平成 30 年度に行われた同制度の県単位化の趣旨

の更なる深化を図るため、令和 11 年度を目標に県内同一保険税率となる予

定です。  

続いて介護保険料についてです。令和６年度から令和８年度までの計画期間

である第９期介護保険事業計画では豊後高田市の令和５年度の高齢者人口は

８，３８１人、本市は１９，７４１人です。その内の介護認定者数は豊後高

田市が１，４８８人、本市が３，７４９人です。今期の介護保険事業に必要

な第１号被保険者の介護保険料必要額は豊後高田市が１４億７，５００万

円、本市が３７億８，３００万円と試算しています。 

今期人口、各必要額等にて算出した介護保険料基準額は豊後高田市が前期よ

り７０円増額の５，３７０円、本市は前期と同額の５，８００円です。 

本市の高齢者が住み慣れた地域で末永く尊厳ある暮らしを過ごせますように

今後も安定した保険料で計画していくよう努めてまいりますので、ご理解ご

協力のほどよろしくお願いいたします。 

続いて給料についてですが、国の提言の具体的な内容が不明ではあります

が、令和６年度時点において、本市職員の給料水準は、国の水準を下回って

います。 

今後も、国に準拠した制度及び運用を基本に、近隣あるいは類似団体と均衡

した、適正な給与体系の確立に努めてまいります。 

続いて JR 宇佐駅についてですが、築 50 年以上経過し老朽化が進む駅の機

能強化を図るため、本年度に駅待合室及びトイレの改修工事を行います。 

続いて駅員の継続的な配置についてですが、今後も県や関係自治体と連携し

ながらＪＲ九州及び国へ要望してまいります。 

続いてライドシェアについてですが、ライドシェア導入にあたっては、タク

シー業界への影響や安全性や規制などに課題があるため、先ずは、この度い

ただいた貴重なご意見を市内タクシー事業者と共有いたします。 

続いて本市の玄関駅に位置づけているＪＲ柳ヶ浦駅の周辺整備につきまして

は、市民の皆さまのかねてからの念願であり、ＪＲ柳ヶ浦駅を中心に地域公

共交通により周辺拠点との連携を図る「コンパクトプラスネットワーク」の

まちづくりが重要と考え、市では、周辺道路ネットワークの形成時期や事業

規模等を勘案し、段階的に整備を行うこととしました。 

その第一段階として、北口駅前広場周辺整備が完了しましたので、まずは、

社会教育課 

総務課 



駅北口を地域の交流拠点として、鉄道利用者だけでなく誰もが集えるような

空間となるよう駅総合案内所（案内所および売店）を開所したところです。

今後も、整備した駅舎や駅前広場を活用し、情報発信や交流促進を図るなど

賑わい再生に向けた取組を進めてまいります。 

 

７ 市長が青学出身と言うことで宇佐神宮マ

ラソンに青学駅伝部の選手を招待するこ

とで宇佐市外のお客さんも見にきたりし

て宇佐神宮マラソンが盛り上がり御鎮座

1300 年に花を添えることができるので

はないかと高校生ながら考えています。

どうか検討の方よろしくお願いします。 

宇佐神宮マラソン大会は、宇佐高田青年会議所を事務局とした宇佐神宮マラ

ソン実行委員会が主催となり、毎年 12 月に宇佐神宮をスタート、ゴールす

るハーフマラソンコースを備えた大会です。 

 この大会は、毎大会ごとにゲストランナーをお迎えしていますが、選定に

ついては、実行委員会での決定事項となっています。12 月は大学駅伝のシ

ーズン中ですので、実現はとても厳しいものだと考えますが、今回の貴重な

ご提言を事務局に伝達し、情報共有してまいります。 

 

文化・スポーツ

振興 

８ 4 月に入り親の残した古い家の解体や土

地の名義変更で分からない事が多く 市

役所と法務局にお世話になりました。 

市役所では、親切で丁寧に対応して頂

き、他部署への移動や伝達 私は感動し

ました。建物が立派なだけではなく 宇

佐市は人も暖かく、良い所なんだと 母

と 2 人嬉しかったです。 

今は離れていますが戻りたいと思いまし

た。法務局でも迅速で丁寧な対応に本当

に感謝の気持ちでいっぱいです。「あり

がとうございます」感謝の気持ちを伝え

たく書きました。 

こちらこそありがとうございます。 

職員で共有させていただきます。 

建築住宅課 

 

 

 

 


